第１１号様式
入札参加資格要件を証明する書類　一覧
添付書類

	構成員について必要な書類

	□
	印鑑証明書（入札説明書の配布開始日以降に交付されたもの。）

	□
	使用印鑑届（実印に代わる印鑑を契約等に使用する場合。様式は任意。）

	□
	納税証明書（消費税及び地方消費税、法人税、法人市民税）の写し（直近1ヵ年分）

	□
	会社概要（最新のもの）

	□
	法人登記簿謄本

	□
	貸借対照表及び損益計算書の写し（直近3ヵ年分）


※　添付書類名をチェックしてください。

	代表者となる構成員

	□


	建設業法（昭和24年法律第100号）第3条第1項の規定による土木一式工事及び建築一式工事の特定建設業の許可を受けていることを証明する書類


	□
	過去１５年以内に、元請（共同企業体の場合は代表の企業に限る。）として、埋立容量100,000㎥以上の管理型一般廃棄物最終処分場（陸上埋立処分場に限る。)の竣工実績を有することを証明する書類。
※上記工事を実施したことを証明する書類(契約書の写し等)及び施設の概要がわかる書類。


	· 
	1級土木施工管理技士又は1級建築施工管理技士の資格を有し、かつ、監理技術者にあっては、土木工事業又は建築工事業に係る監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する事を証明する書類。


	· 
	参加申込書の提出期限日において、建設業法に規定する土木一式工事及び建築一式工事に係る経営事項審査総合評定値通知書（経営事項審査結果通知書で最新のもの）の総合評定値が1,700点以上であることを証明する書類


	· 
	配置技術者が参加申込以前に3ヶ月以上の雇用関係を有することを証明する書類
（第１２号様式）


※　添付書類名をチェックしてください。
	その他の構成員

	□
	管内業者と準管内業者については建設業法（昭和24年法律第100号）第3条第1項の規定による土木一式工事業の特定建設業の許可を受けていることを証明する書類
管外業者については建設業法（昭和24年法律第100号）第3条第1項の規定による土木一式工事及び建築一式工事の特定建設業の許可を受けていることを証明する書類



	□
	1級土木施工管理技士の資格を有し、かつ、監理技術者にあっては、土木工事業又は建築工事業に係る監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する事を証明する書類。


	□
	参加申込書の提出期限日において、建設業法に規定する総合評定値通知書（経営事項審査結果通知書で最新のもの）の総合評定値（P点）が、管内業者と準管内業者については土木一式工事の総合評定値が900点以上であること。管外業者については土木一式工事及び建築一式工事の総合評定値が1,700点以上であることを証明する書類。

	
	

	□
	配置技術者が参加申込以前に3ヶ月以上の雇用関係を有することを証明する書類。

	
	（第１２号様式）


※　添付書類名をチェックしてください。
　　


